







































１ ｢国際民事訴訟法｣ という用語は年にコントウッチにより使用され始めたという (澤木
敬郎・青山善充編 『国際民事訴訟法の理論』 ８頁 (有斐閣, 年))｡ 比較的最近であるため,
商取引が国際間で活発におこなわれたのはここ年程度であることがうかがえる｡
２ 小林秀之 『国際取引紛争(第３版)』 第３章 (弘文堂, 年) 参照｡




して, 仲裁 () 合意の例が少なくない｡ 一般に仲裁の訴訟に対





























４ 國生一彦 『国際取引紛争に備える』 －頁 (八千代出版, 年)｡
５ ｢国際ビジネス紛争を解決する方法としては古くから, 訴訟に代えて仲裁が広く利用されて
いる｣ (中村達也 『国際ビジネス紛争の解決』 頁 (大学教育出版, 年))｡






























７ 高桑昭 『国際取引における私法統一と国際私法』 －頁 (有斐閣, 年)｡
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 例えば, ロシアの司法では汚職による不公正な判断が多く, 重要な障壁である, という
(1 ,$6&	  	 	 	
 
 	! 	"#$'7+&())｡
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 マクロレベルの実証調査研究では, 主権国家による契約取引の保護が商取引を誘発する, と
いう結論を導いている ( ;?%0 ,%-&(% 			$
-$!$1$99&9''9'9())｡ また特定の契約分野では, 大きく貢献している,


















第二に, 物理的距離, 言語, 商慣習の相違, 法的助言の利便性等の現
実的問題｡ まずこれら問題の解決・軽減が, 効率的な訴訟制度構築に寄与す















































準拠法については 州％, 会社法で有名な 	
	州％を選択し,
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 主たる事項として, 国際裁判管轄権, 国際訴訟競合, 当事者, 送達, 証拠調べ, 執行, 保全,



















































































































により, 従来の年連邦民事訴訟規則にある ｢対決型トライアル (	









 安達栄司 ｢国際民事訴訟｣ 須網隆夫・道垣内正人編 『国際ビジネスと法』 (ビジ
ネス法務体系Ⅳ, 日本評論社, 年)｡
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! "# $	
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
(%&$)'
 岩崎一生 ｢国際取引と訴訟外紛争処理制度米国におけるの動向とその影響[上]｣ 国際
商事法務第巻号頁 (年月)｡
 () *'*+$,'$ (		'$%&$
)'仲裁制度の歴史については, 森井清 『国際商事仲裁』 頁 (東洋経済新報社, 
年) に詳しい｡















































	$.)0'&    ( ))｡ 後者の研究は消費者と企業の契約書も
含まれているため, 仲裁の割合が低いと解釈できる｡ 通常商事仲裁は, 両当事者が企業である
ことを前提に仲裁合意に基づき行われるため, 対消費者取引の場合, 仲裁合意の存在自体が紛
争の対象になるため, 当初から紛争解決手段として訴訟を選択している契約書が多いという事
情がある｡ それゆえ企業間取引においては, 商事仲裁手続が高い割合で普及している, と解釈
して問題ないであろう
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 中村達也, 前掲注５, 	－頁｡ 同条約の他にも同様の条約は複数あるが, 同条約が手続
面での要件が厳格でなく, 締約国も最大であるため, 質量共に実質上最も有効なものとされる｡




































































































また商取引において迅速性は重要な要因であるが, この ｢迅速な審理｣ に


























































する場合も多々考えられる｡ そのため, 仲裁の ｢非公開性｣ については, 圧
倒的に訴訟よりも仲裁の利点が遥かに大きいと判断できる｡
３. 仲裁制度の利点
以上から, 仲裁制度の明確な利点として二点が導かれる｡ 第一に, 仲裁裁
定の承認・執行の担保性, 第二に, 審議過程の非公開性である｡ この点につ
いては, 商事仲裁の優位性は揺るがないであろう｡ 手続きの柔軟性や仲裁人
選定の中立性については, 運用によっては利点にもなり, また欠点にもなる


































































が可能であろうか｡ 国内的な事案の場合には, 各国の司法制度は, 風習や習
俗の延長が慣習となり立法化されている面があるため, 統一化が困難である
が, 唯一, 商取引であれば, 両者の実利的な動機により自由意思に基づく取































































第二に, 従来型の国際商事仲裁は, 国際民事訴訟と比較し一般的に, 判決・

















の利点とされていた ｢妥協的な裁定｣ の限界が露呈しつつある｡ その結果と
して, 訴訟と同様の厳格な手続が要求される事例が増加している現状が導か
れた｡
第四に, 両制度の検討の結果, 国際訴訟では ｢厳格な手続｣, 商事仲裁で
は ｢執行・承認の担保｣, ｢非公開性｣ という点にそれぞれ絶対的優位性があ
ることが導かれた｡ 従来の国際商事仲裁制度も同様に維持しつつ, 近年の商
事仲裁の傾向から手続重視の国際民事訴訟に制度の軸足をおきつつ, 商取引
のグローバル化という現実に幅広く対応できるよう, 訴訟制度に軸足を置き
つつ商事仲裁の利点を最大限に採用した制度を具体的に構築する段階にある
だろう｡
( )
